
ＭＳ＆ＡＤホールディングス広報・IR部の塩野でございます。 

本日は、お忙しい中、弊社の決算説明電話会議にご参加いただき、ありがとうございます。 

  





    

それでは、「２０１５年度第３四半期決算説明会 電話会議 資料」と題したスライドの 

１ページ目、「資料１」をご覧下さい。 

  

まず、グループのトップラインの状況について説明いたします。 

損保の正味収入保険料は、火災保険改定前の駆け込み需要による増収に加え、自動車保険も
堅調に増収したことなどから、三井住友海上が６．３％の増収、あいおいニッセイ同和損保が 
３．７％の増収となりました。国内損保が引き続き、大幅な増収となったことに加え、海外保険子
会社も、１８．８％の増収となったことから、グループ連結では前年同期比６．５％増収の 
２兆３，４０９億円となりました。 

生命保険料は、三井住友海上プライマリー生命での順調な販売と解約の減少に加え、三井住友
海上あいおい生命でも増収したことから、前年同期比 ７６．２％増収の ９，６５４億円となり
ました。 

  

  

 



    

次に、「資料２」をご覧ください。 

  

経常利益については、三井住友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生命が増益となっ
たものの、前年度の雪害保険金支払いに伴う異常危険準備金取崩し益の反動を主因に、三井
住友海上、あいおいニッセイ同和損保が減益となったことから、グループ連結では、この表の１行目
にあります通り、前年同期比 ３２２億円減益の ２，６１８億円となりました。しかしながら、
自動車の損害率の低下が想定を上回ったことや政策株式の売却を順調に進めたことなどから、通
期見通しに向けて、想定を上回る進捗となっています。 

  

また、四半期純利益につきましても、３５９億円減益の １，７０６億円となりましたが、こちらに
ついても、同様に、想定を上回る進捗となっています。 

  

 



次に、「資料３」をご覧ください。 

連結経常利益について、その内訳と前年同期からの増減を説明いたします。 

 右のグラフにあります通り、国内損害保険２社におきまして、先ほど申し上げた、前年度の雪害保
険金支払いに伴う異常危険準備金取崩し益の反動により、「異常危険準備金の影響」が 

 ７３３億円の減益要因となりました。 

 さらに、「国内損保の自然災害の影響」も当年度発生の台風災害の影響により、 ３６９億円の
減益要因となりました。 

一方、増益要因としましては、「国内損保のその他インカードロス」の減少が、３７９億円の増益
要因となり、これに加えて、「国内損保の増収影響他」も増収基調を反映したアーンドプレミアムの
増加等により ３０９億円の増益要因となりました。 

 その右の「国内損保の資産運用損益・その他」は、４９億円の減益要因となっておりますが、 

前年同期は、価格変動準備金の追加積立に向けた有価証券の含み益実現分を計上していたこ
とから、今年度のネット利配および政策株式の売却に伴う売却益は実質的に大幅な増加となって
います。 

「国内生保子会社」は、２５４億円の増益要因となりました。その内訳としましては、三井住友海
上プライマリー生命が、順調な保有契約高の増加に加え、オーストラリアの金利上昇の影響による
責任準備金負担の減少などから、２１２億円の増益となり、また、三井住友海上あいおい生命も
４１億円の増益となっています。 
「海外保険子会社」については、欧州が減益となったものの、アジア、米州、再保険が増益となった
ことから、前期比で ２億円の増益要因となりました。 

  

 



    

次に「資料４」をご覧ください。 

グループコア利益は、通期予想 １，３００億円に対し、第３四半期末現在で １，５３１億
円となりました。 

 



    

次に、国内損害保険会社の状況について、主要２社合計で説明いたしますので、 

「資料５」の右端の列をご覧ください。 

  

まず、正味収入保険料は、火災保険の一時的な販売増加に加え、自動車保険などでも堅調な
増収となった結果、２社合計で前年同期比 ５．１％増収の ２兆 ４９０億円となりました。 

  

次に、保険引受利益は、異常危険準備金損益が前年同期比で大幅な減少となったことや、 
台風１５号・１８号等の自然災害によるインカードロスの増加により、前年同期比で４１３億円
の減益となる ４５６億円となりました。 

 

なお、保険引受利益の２行上にある異常危険準備金反映前の保険引受利益は、自然災害によ
るロスの増加があったにもかかわらず、増収基調を反映したアーンドプレミアムの着実な増加や自動
車ロスの改善などが、これを上回った結果、前年同期比で ３１９億円の増益を実現しており、順
調に推移しています。 

 



    

次に、「資料６」をご覧ください。 

 

資産運用収支については、ネット利配が増加したことに加え、政策株式の売却を進めたことにより、
１，５３９億円の利益を確保することができました。昨年度は、価格変動準備金の追加積立の
ための有価証券売却を実施し、有価証券売却損益として７２４億円の利益を計上しましたが、
今年度の資産運用収支は、この前期の金額と比較しても、ほぼ同じ水準となっています。 

 

なお、政策株式の売却についてですが、１２月末時点において２社合計で １，３２０億円を
売却しており、有価証券売却益の予想の前提としていた、１，５００億円程度の約９割につい
て、既に売却を完了しています。 

 

以上の結果、国内損害保険主要２社合計の経常利益は、前期比４６３億円減益の 

１，９９５億円となりました。 

 

特別損益については、昨年度計上した機能別再編に伴う移行対価が無くなったことに加え、あいお
いニッセイ同和損保のキャリア・転進支援策のコスト１１３億円もあり、 

前年同期比で ５０９億円の減少となりました。 

 

四半期純利益については ５９３億円減少の１，３３９億円となりました。 

 



次に、自然災害の影響を説明いたします。「資料７」をご覧ください。 

 

一番下の行にあります、当年度の自然災害に係るインカードロスは、台風損害の増加を主因に 

２社合計で前年同期比３６９億円増加の６５３億円となりました。 

 

一方、自然災害に係る支払保険金は、２０１４年２月の大雪に係る多額の支払があった前年
同期から ３９７億円減少しました。 

 

なお、一番上の行にある「当年度発生国内自然災害」のインカードロスは ６５０億円となっていま
すが、通期予想では、今年度７５０億円のインカードロスを想定しています。 

 



次に、「資料８」をご覧ください。異常危険準備金の状況を説明いたします。 

 

一番下の行にある、全種目合計の異常危険準備金の取崩額は、前のスライドの通り、自然災害
に係る保険金支払いが ３９７億円減少したことに加え、自動車保険の損害率が改善したことな
どから、2社合計で １２７億円と、前年同期比で ６６７億円の減少となりました。 

一方、繰入額は増収を反映し、２社合計で ８０８億円と、前年同期比で ６７億円の増加と
なっています。 

 

以上の結果、全種目合計のネット増減額は、２社合計で６８０億円の繰入れとなり、取崩しだっ
た前年同期から７３３億円増加しました。 

 

 



次に「資料９」をご覧下さい。自動車保険の状況を説明いたします。 

 

上段左の折れ線グラフは、２社合算の自動車保険の事故件数増減を示しています。 

 

事故件数は、前年同月比で、１０月が△１．０％、１１月が△３．８％、１２月が     
△９．２％と、減少しており、今期の降雪が昨年に比べ大幅に少なかったことなどを要因とみていま
す。 

 

次に、下段にある「保険料の増減要因」の表をご覧ください。 

保険料単価は、三井住友海上がプラス３．０％、あいおいニッセイ同和損保もプラス３．０％と
２社ともに上昇しておりますが、これは、過年度の料率改定を含めた商品改定が主因です。 

 

２社合算のＥＩ損害率は、上段右のグラフの通り低下し、２０１５年度第３四半期は、 

５８．０%と前年同期比で３．０ポイントの低下となりました。 

 

一方、スライド下段の保険金単価ですが、あいおいニッセイ同和損保では、子会社を本体に統合し
たことによる、保険金単価の抑制影響がありましたが、それを除きますと、両社ともに部品代上昇の
影響により対物および車両の保険金単価が上昇しており、引き続き注視が必要と考えております。 

 

 



    

次に三井住友海上あいおい生命の状況について説明します。「資料１０」をご覧ください。 

 

新契約高は、収入保障保険の販売の減少などにより、前年同期比 ０．６％の減少の 

１兆８，１９０億円となりました。 

また、新契約年換算保険料は、逓増定期保険の販売が増加したことなどから、 

前年同期比６．１％の増加となりました。 

 

保有契約高につきましては、期首比 ２．４％の増加、保有契約年換算保険料は、 

同じく４．６％の増加となり、引き続き成長しております。 

 

四半期純利益は、生命保険料の増収や利配の増加などにより、前年同期比で ３３億円の増
加となりました。 

 



    

続いて三井住友海上プライマリー生命の業績を説明いたします。 「資料１１」をご覧ください。 

 

グロス収入保険料は、今年度発売した外貨建変額終身の販売が好調だったこと、および定額終
身の販売も引き続き好調であったことから、２７．１％増収の９，７０５億円となりました。 

 

また、四半期純利益については、順調な保有契約高の増加に加え、オーストラリアの金利上昇によ
り責任準備金負担が減少したことを主因に前年同期比 １３１億円の増益の２８７億円となっ
ています。 

 



    

次に海外保険子会社の状況について説明いたします。「資料１２」をご覧ください。 

  

正味収入保険料は、アジア、欧州、米州のすべての地域で増収するとともに、再保険も増収したこ
とから、１８．８％増収の２，６０８億円となりました。 
なお、ここには、為替影響としてプラス１７５億円を含んでおります。 

  

四半期純利益は、欧州において、買収した英国ＢＩＧ社の初期コストなどによるマイナス影響があ
ったものの、再保険が大口の自然災害がなかったことなどから増益となったことやアジアの損害率が改
善したことから、前年同期なみの、２４８億円となりました。 

 



次ページ「資料１３」から「資料２０」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保それぞれの
単体、および２社単体の単純合算の業績を付けております。後ほどご覧ください。 

 

また、資料２１以降に、昨年１１月１８日に発表いたしました、２０１５年度業績予想の資
料を、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保単体の業績予想の詳細、および、2社単体の単
純合算の資料と併せて付けております。こちらの数値に変更はございません。 

 

 

以上で、私からのご説明を終わります。 
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